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Ë 基礎形式が深礎杭で、杭径４ｍ以上
の工事。

Ì 上記Ê及びËは同一工事の施工実績
でなくてもよいが、両方の要件を満た
す施工実績を有すること。

２）橋梁上部工事の施工を担当する構成員
は、平成11年度以降に元請として完成し、
引渡しが完了した下記ÊからÍまでの要
件をすべて満たす工事（発注機関は問わ
ない。以下「異工種ＪＶの橋梁上部工事
の施工を担当する構成員の同種工事」と
いう。）の施工実績を有すること（甲型共
同企業体構成員としての実績は、出資比
率が20％以上の場合のもの、乙型共同企
業体構成員としての実績は、出資比率に
かかわらず各構成員が施工を行った分担
工事のものに限る。また、事業協同組合
構成員の実績は認められない。）。
Ê 道路橋（Ａ活荷重又はＴＬ－20以上）
又は鉄道橋（モノレール及び新交通は
除く。）の工事。

Ë 橋梁型式がラーメン又はアーチ型式
のＰＣ（ＰＲＣを含む。）橋で、かつ、
最大支間長が90ｍ以上の工事。

Ì 架設工法が移動支保工、片持式架設
（トラッククレーン架設を除く。）、押
出架設、プレキャストセグメント工法
（トラッククレーン架設を除く。）のい
ずれかによる工事。

Í 上記ÊからÌまでは同一工事の施工
実績を有すること。
「異工種ＪＶの橋梁下部工事の施工を担
当する構成員の同種工事」及び「異工種Ｊ
Ｖの橋梁上部工事の施工を担当する構成員
の同種工事」の施工実績が、国土交通省が
発注した工事のうち入札説明書に示すもの
に係る実績である場合にあっては、工事成
績評定点合計が入札説明書に示す点数未満
であるものを除く。

í 本工事に異工種ＪＶ又は経常ＪＶとして
申請書及び資料を提出した場合、その構成
員は単体として申請書及び資料を提出する
ことはできない。

î 申請書及び資料の提出期限の日から開札
の時までの期間に、近畿地方整備局長から
工事請負契約に係る指名停止等の措置要領
（昭和59年３月29日付け建設省厚第91号）
に基づく指名停止を受けていないこと。

ï 本工事に係る設計業務等の受託者又は当
該受託者と資本若しくは人事面において関
連がある建設業者でないこと。

ð 入札に参加しようとする者の間に資本関
係又は人的関係がないこと（資本関係又は
人的関係がある者のすべてが共同企業体の
代表者以外の構成員である場合を除く。）
（入札説明書参照）。

ñ 入札参加希望者の代表者又は代理権限の
ある名義人のＩＣカードにより電子入札シ
ステムからダウンロードした当該工事の入
札説明書及び図書等に基づき申請書及び資
料を作成すること（ただし、電子媒体（Ｃ
Ｄ`Ｒ等）を下記４]çに持参することに
より電子データの交付を受け、申請書及び
資料を作成した者も可とする。）。

ò 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する建設業者又はこれに準ずる者と
して、国土交通省発注工事等からの排除要
請があり、当該状態が継続しているもので
ないこと。

ó 以下に定める届出の義務を履行していな
い建設業者（ただし、当該届出の義務がな
い者を除く。）でないこと。
・健康保険法（大正11年法律第70号）第48

条の規定による届出の義務
・厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）
第27条の規定による届出の義務
・雇用保険法（昭和49年法律第116号）第
７条の規定による届出の義務

] 次の基準を満たす監理技術者又は主任技術
者（以下「配置予定技術者」という。）を当該
工事の現地に専任で配置できること。
なお、専任期間は担当する橋梁下部工事又
は橋梁上部工事のそれぞれの施工期間に現地
に専任で配置できること。
æ １級土木施工管理技士、２級土木施工管
理技士又はこれと同等以上の資格を有する
者であること。

ç 単体有資格業者及び経常ＪＶの配置予定
技術者においては、平成11年度以降に元請
として完成し、引渡しが完了した下記Êか
らÍまでの要件をすべて満たす工事の経験
を有する者であること（甲型共同企業体構
成員としての経験は、出資比率が20％以上
の場合のもの、乙型共同企業体構成員とし
ての経験は、出資比率にかかわらず各構成
員が施工を行った分担工事のものに限
る。）。
Ê 道路橋（Ａ活荷重又はＴＬ－20以上）
又は鉄道橋（モノレール及び新交通は除
く。）の工事。

Ë 橋梁型式がラーメン又はアーチ型式の
ＰＣ（ＰＲＣを含む。）橋の工事。

Ì 鉄筋コンクリート構造の橋脚（又は橋
台）の工事。

Í 上記Ê及びËは同一工事の経験を有
し、Ìは同一工事でなくてもよいが、す
べての要件を満たす経験を有すること。
ただし、下記１）及び２）の項目ごとに
配置する場合は、平成11年度以降に元請と
して完成し、引渡しが完了したそれぞれに
掲げる要件を満たす工事の経験を有する者
であること（甲型共同企業体構成員として
の実績は、出資比率が20％以上の場合のも
の、乙型共同企業体構成員としての実績は、
出資比率にかかわらず各構成員が施工を
行った分担工事のものに限る。）。
１）橋梁下部工事の施工を担当する配置予
定技術者は、上記çÌの要件を満たす工
事の経験を有する者であること。
２）橋梁上部工事の施工を担当する配置予
定技術者は、上記çÊ及びËの要件をす
べて満たす工事の経験を有する者である
こと（上記çÊ及びËは、同一工事の経
験を有する者であること。）
なお、経常ＪＶにあっては、構成員のう
ちの１社の配置予定技術者を当該工事の担
当するそれぞれの施工期間において、現地
に専任で配置できるとともに、その他の構
成員も主任技術者を当該工事の担当するそ
れぞれの施工期間において、現地に専任で
配置できること。
工事の経験が、国土交通省の発注した工
事のうち入札説明書に示すものに係る経験
である場合は、工事成績評定点合計が入札
説明書に示す点数未満であるものを除く。

è 異工種ＪＶの配置予定技術者は、平成11

年度以降に元請として完成し、引渡しが完
了した下記１）及び２）の要件を満たす工
事の経験を有する者であること（甲型共同
企業体構成員としての実績は、出資比率が
20％以上の場合のもの、乙型共同企業体構
成員としての実績は、出資比率にかかわら
ず各構成員が施工を行った分担工事のもの
に限る。）。
１）橋梁下部工事の施工を担当する配置予
定技術者にあっては、下記Êの要件を満
たす工事の経験を有する者であること。
Ê 鉄筋コンクリート構造の橋脚（又は
橋台）の工事。

２）橋梁上部工事の施工を担当する配置予
定技術者にあっては、下記ÊからÌまで
の要件をすべて満たす工事の経験を有す
る者であること。
Ê 道路橋（Ａ活荷重又はＴＬ－20以上）
又は鉄道橋（モノレール及び新交通は
除く。）の工事。

Ë 橋梁型式がラーメン又はアーチ型式
のＰＣ（ＰＲＣを含む。）橋の工事。

Ì 上記Ê及びËは、同一工事の経験を
有するものであること。
工事の経験が、国土交通省の発注した工
事のうち入札説明書に示すものに係る経験
である場合は、工事成績評定点合計が入札
説明書に示す点数未満であるものを除く。

é 配置予定技術者が監理技術者の場合は、
監理技術者資格者証及び監理技術者講習修
了証を有する者であること。

ê 配置予定技術者（及びその他構成員の配
置予定技術者）については、直接的かつ恒
常的な雇用関係（申請書及び資料の提出期
限の日以前に３ヶ月以上の雇用関係）があ
ること。
また、申請書及び資料の提出時に配置予定
技術者の候補者を特定できない場合は、複数
の候補者とすることができるが、上記の基準
を満たすことが確認できない候補者がいた場
合は、その候補者以外の者を配置予定技術者
とすることで競争参加資格を認めるものとす
る。˜
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